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中央社会保険医療協議会（中医協）第178回総会報告

＜今後の議論のすすめ方について＞

　事務局より、平成22年度診療報酬改定の中医協答申附帯意見に基づき整理した検証・調査項目スケジュール案が提示された。事務局案では、①初再診料や外来管理加算、入院基本料等の在り方、②医療・介護連携等の同時改定関連項目（医療と介護との連携、訪問看護、慢性期入院医療）、③勤務医の負担軽減については、中医協として特に優先的に議論する課題として提案がなされ、1号側・2号側委員双方より承認された。

　一方で、このうち①初再診料や外来管理加算、入院基本料等の在り方に関する検討の内容については1号側・2号側委員の意見が異なり、2号側委員は「技術」と「モノ」の評価分離、基本診療料に含まれるキャピタル・コスト（地代等）やオペレーティング・コスト（人件費等）等の積算根拠の明確化を行った上で次回改定を検討すべきと主張した。しかし、1号側委員は、「地代や人件費等の水準は地域差があり、単純に積算することは非現実的。例えば基本診療料が病院経営の中でどういった位置づけにあるのか等、より現実的に検証対象項目を絞り込むべき。また、診療報酬は社会保険の一種であり、負担と給付のバランスが重要。その意味で、単純に必要経費を積算した結果で議論を行うのは適当ではない。」（白川委員）と述べた。また、1号側委員からは、2号側委員は提案の根拠や問題意識が不透明であるとの意見を述べ、遠藤会長もこれを支持したことから、次回総会において、2号側委員が問題意識等を明らかにすることとなった。

　その他、定例案件（医薬品の薬価収載について、DPCにおける高額な新規医薬品への対応について、在宅自己注射薬価収載について）の審議・承認、並びに、医療費の動向報告がなされた。このうち今般新たに薬価収載がなされた12品目中2品目が新薬の14日処方制限（薬価基準収載後1年間、投薬期間を14日に制限）を解除したものであった点について、2号側委員からそもそも14日処方制限を緩和すべきと意見があった。この点、1号側としては、「医薬品の安全性を確保する意味で新薬14日制限は一定程度必要。但し、配合剤等については柔軟に検討する必要がある。」（勝村委員）と述べ、遠藤会長からは、診療報酬基本問題小委員会において議論を行うことが示された。なお、前回総会より継続審議となっていた後発医薬品に係わる検証調査票については、委員の意見を踏まえた修正案が事務局より提示され、承認がなされた。
